
福山地方雇用対策協議会規約 

 

（名称及び事務局） 

第１条  本会は、福山地方雇用対策協議会（以下「協議会」という。）と称し、事務局を福山市経済

環境局経済部産業振興課内に置き、事務局長に産業振興課の課長をあてる。 

２ 協議会の事務を処理するため事務局に職員を置く。 

（目的） 

第２条  協議会は、福山市、府中市（以下「福山地方」という。）の産業界が必要とする労働力の確

保とその安定を図り地域経済の発展に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第３条  協議会は、第２条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1)  雇用の促進と安定に関する事業 

(2)  人材の確保・定着に関する事業 

(3)  事業所間の連携・交流に関する事業 

(4) 福山地方産業の周知宣伝 

 (5)  関係機関が行う諸事業に対する協力と連絡調整 

(6)  その他本会の目的を達成するために必要な事業 

（組織） 

第４条  協議会は、福山地方に所在し、本会の主旨に賛同する事業所及び産業団体を会員とし、会員 

及び福山市・府中市・福山公共職業安定所・府中公共職業安定所・福山商工会議所をもって組織す 

る。 

(1)  会員になろうとするものは、入会申込書を提出するものとする。 

(2)  入会の承認は、会長が理事会の意見を聞いて決定する。 

(3)  会員が退会を希望するときは、書面でその旨を届け出るものとする。 

(4) 事業所を廃止したとき、団体が解散したとき、また、会費を１年以上納入しないときは、退会

したものとみなす。 

（役員） 

第５条  協議会につぎの役員を置く。 

(1) 会  長    １名 

(2) 副会長    若干名 

(3) 理  事    若干名 

(4) 監  事    ２名 

（役員の選任） 

第６条  理事及び監事は総会において会員の中から選出する。 

２ 会長、副会長は理事の中から互選する。 

（役員の任期） 

第７条  役員の任期は２か年とする。ただし、再任を妨げない。 

 



（役員の任務） 

第８条  役員の任務はつぎのとおりとする。 

(1)  会長は協議会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

(2)  副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときはこれを代理する。 

(3)  理事は、理事会を構成し、会務を審議する。 

(4)  監事は、会計を監査する。 

（顧問・参与） 

第９条  協議会に顧問及び参与を置くことができる。 

２ 顧問及び参与は理事会の議を経て会長がこれを委嘱する。 

３ 顧問及び参与は総会及び理事会に出席して意見を述べることができる。 

（会議） 

第１０条  協議会の会議は総会及び理事会とする。 

第１１条 総会は定時総会と臨時総会とする。 

２ 定時総会は毎年１回、臨時総会は必要のある場合に会長が招集する。 

第１２条  理事会は総会開催前、その他必要のある場合に会長が招集する。 

（議決） 

第１３条  会議の議決は出席会員の過半数をもってする。可否同数のときは議長がこれを決める。 

第１４条  総会は次の事項を審議決定する。 

 (1) 事業報告及び事業計画に関する事項 

(2)  予算及び決算に関する事項 

(3)  役員の選出に関する事項 

(4)  規約の改廃に関する事項 

(5)  その他重要な事項 

２ 総会は、前号の事項について、書面表決の方法により賛否を求め、その過半数の同意をもって議

決に代えることができる。 

第１５条 理事会は次の事項を審議決定する。 

 (1)  総会に提出する議案 

 (2)  その他会の運営に関する基本事項 

  (3)  会長において必要と認めた事項 

２ 理事会は、前号の事項について、持ち回り又は書面表決の方法により賛否を求め、その過半数の

同意をもって議決に代えることができる。 

（部会） 

第１６条 協議会を円滑に運営するために部会を置くことができる。ただし、部会の規定は別に定め

る。 

（会計） 

第１７条 協議会の経費は、会費、寄付金、補助金その他の収入をもってあてる。会費の額は総会で

決める。 

２  協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
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 附 則  この規約は２００４年４月１日から施行する。 

 附 則  この規約は２００５年２月１日から施行する。 

 附 則  この規約は２００５年４月１日から施行する。 
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